政府報告へのパブコメ案

　２０１６年２月１０日

障害者自立支援法違憲訴訟団

【該当箇所】

Ⅲ　条約上の権利の実現のための政策、戦略、国内の法的枠組み、障害者差別に関する包括的な枠組み
９項
また、厚生労働省と障害者自立支援法違憲訴訟原告団・弁護団との基本合意（2010年１月）や、内閣府に設置された障がい者制度改革推進会議総合福祉部会によって取りまとめられた提言（2011年８月）等を踏まえ、2012年６月に、障害者自立支援法の一部改正法が成立した。

これにより、障害者自立支援法の題名を障害者総合支援法に改めるとともに、基本理念の規定の創設や障害者の範囲の拡大（難病等の追加）等の改正が行われ、同法に基づき、引き続き障害者の地域社会における共生の実現に向けた施策を実施している。（厚労省）

【意見内容】

　基本合意と骨格提言の内容は未だその大部分が実現しておらず、その実現に全力を尽くすことが政府の最重要課題であることを銘記すべきである。

　上記の「基本合意や骨格提言等を踏まえ、障害者自立支援法の一部改正法が成立した」は、およそ実態に反する不誠実な報告であり、その部分の修正を国連に報告する前になすことは最低限必要である。

【理由】

　障害者自立支援法違憲訴訟団は、２０１５年１０月１７日付外務省申入書及び同年１１月１０日付障害者総合支援法見直しにあたっての意見書において、当時障害者政策委員会で示されていた政府報告案に対して、基本合意及び骨格提言の実現を盛り込むように強く要請した。

　その結果、基本合意及び骨格提言が、国連宛ての政府報告に記載されること自体は歓迎すべきことである。

　しかしながら、政府が報告すべきことは、基本合意及び骨格提言の内容の大半以上が未だ実現しておらず、その実現を目指して障害者法制度改革に全力を尽くすべきことが、政府の最重要課題であることを銘記すべきあるにも関わらず、あたかも、基本合意と骨格提言に基づく制度改革が既に履行・実現済みであるかのごとく報告することは、およそ実態に反し、誠実な報告とは言えないからである。

基本合意において、国（厚生労働省）は、「速やかに応益負担（定率負担）制度を廃止し、遅くとも平成25 年 8 月までに、障害者自立支援法を廃止し新たな総合的な福祉法制を実施する。そこにおいては、障害福祉施策の充実は、憲法等に基づく障害者の基本的人権の行使を支援するものであることを基本とする。」と約束した。

しかるに、２０１２年６月に成立した障害者自立支援法の一部改正法は、政府も認めるとおり、障害者自立支援法の題名を障害者総合支援法に改めたにとどまり、内容面の改正についても、内閣府に設置された障がい者制度改革推進会議総合福祉部会によって取りまとめられた「骨格提言」からはほど遠く、到底「新たな総合福祉法制」を「実施した」とは言えない内容にとどまっている。

　そのため訴訟団は、基本合意及び骨格提言に基づき、

①　障害者福祉制度を利用することは障害者の基本的人権の行使に他らないことを法律に明記すべきこと

②　自立支援法医療、児童福祉法を含む障害福祉制度全般における応益負担の撤廃、

③　配偶者や親の収入を利用者負担の収入認定から除外すること
④　障害者基本法の採用する社会モデルに即した難病者概念を障害者福祉法制度に取り入れるべきこと

⑤　支給決定のありたかについて、支援区分を廃止し、「支援を受ける権利は、障害者の個別の事情に最も相応しい必要十分な支援が保障される旨の規定」を設けること
⑥　介護保険優先原則を廃止して個々の障害特性に応じた選択制の実現

⑦　報酬支払方式（在宅を除く施策）について現在の全面日払い方式から、骨格提言の内容（事業運営費を月払い＆利用者の個別支援費用を日払い）に改めること
等を求めてきた。

　しかしながら、そのいずれも、２０１６年の障害者総合支援法の見直し法案においては、実現の見通しがない。

　政府は、国会においても、基本合意の重要性を認め、骨格提言の段階的実現を答弁しており、国連に対しても、その実現が未だなされていないことを正直に報告し、その実現を国際的にも約束することが、国連に対する政府報告に最も求められていることである。

　あたかも、基本合意と骨格提言が実現済みであるかのごとき不誠実な報告は許されるべくもない。
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